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戦後 の 日 本 を 支え て きた 中 央 集権 型 の 行政 シス テム が 、 社 会 の 構造 的 変化 を 受け 、 様 々 な 問題 へ の 





























対応 力 を 失い つつ ある 今日 、 自 立 し た 地方 の 創意 工夫 が 生か され る 分 権 型 社会 の 実現 が 強く 求め られ 


て いる 。 






























































平成 12 年 の 地方 分 権 の 推進 を 図る た め の 関 係 法律 の 整備 等 に 関す る 法律 (平成 11 年 法律 第 87 号 ) の 
































施行 に より 、 本 格 的 な 地方 分 権 に 向け た スタ ー ト が 切ら れ た が 、 そ の 実現 は 未だ 道 半 ば で ある 。 地 方 
分 権 改革 を 成し遂げ 、 地 方 自治 体 の 自主 性 や 自立 性 を 高め 、 住 民主 導 の 行政 シス テム へ の 転換 に よる 















































「 真 の 地方 自治 」 を 実現 する た め 、 地 方 議会 の 果たす べき 役割 と 重要 性 は 、 確 実に 増し て き て いる 。 
























































本 県 議会 は 、 こ れ ま で 議会 の 改革 及び 活性 化 に 努め て きた が 、 県 政 に 関す る 政策 の 立案 及び 提言 や 
































知事 の 事務 執行 の 監視 及び 評価 、 主 権 者 た る 県 民 へ の 議会 活動 に 関す る 説明 責任 や 情報 公開 が 未だ 十 
分 と は 言え な い 。 住民 に 近い 存在 で ある べき 議会 が 、 と も すれ ば 遠い 存在 と し て 捉え られ て いた こと 





も また 事実 で あり 、 























本 県 議会 は 、 知 事 と 議会 が 対等 で 切 確 去 磨 の 関係 に ある 二 元 代表 制 の 下 、 合 議 制 の 機関 と し て 多様 















































議会 及び 議員 は 、 そ の 果たす べき 本 来 の 機能 と 存在 意義 を 問わ れ て いる 。 
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な 民意 を 反映 し うる 議会 の 役割 及び 議員 の 活動 規範 並び に 県 民主 権 の 実現 に 向け た 実効 ある 仕組 み を 


ここ に 明らか に し 、 

















県 民 参加 の 下 で 地方 議会 政治 を 成 束 さ せ て いく と と も に 、 議 会 改革 に 継続 的 に 取 


























り 組 み 、 県 民 の 負 託 に 応え る 議会 の あり 方 を 不断 に 追求 し て いく こと こそ が 、 真 の 地方 自治 に 結び つ 

















くも の と 確信 する 。 


ここ に 本 県 議会 は 、 県 民 か ら 選 ば れ た 県 民 全 体 の 奉仕 者 で ある こと の 誇り と 、 果 た すべ き 役 割 を 自 


































































































覚 し 、 県 民 の 意向 を 的 確 に 反映 し 、 県 民 に 開か れ た 議会 、 県 民 に 信頼 され る 議会 を 構築 する こと に よ 
り 、 県 民 福 祉 の 向上 及び 県 勢 の 発展 に 寄与 する こと を 決意 し 、 こ の 条例 を 制定 する 。 
第 1 章 総則 








(目的 ) 












































第 1 条 この 条例 は 、 岩 手 県 議会 (以下 「 議 会 」 と いう 。) の 役割 及び 活動 方 針 並 びに 議員 の 活動 及 
び 活 動 方 針 を 明らか に する と と も に 、 県 民 と 議会 と の 関係 、 知 事 そ の 他 の 執行 機関 (以下 「 知 事 等 」 
と いう 。) と 議会 と の 関係 その 他 の 議会 に 関す る 基本 的 事項 を 定め る こと に より 、 議 会 が 、 そ の 果 
た すべ き 役 割 を 全う し 、 県 民 の 負 託 に こたえ 、 も っ て 県 民 福 祉 の 向上 及び 県 勢 の 発展 に 寄与 する こ 














と を 目的 と する 。 





































































































(議会 の 役割 及び 活動 方 針 ) 
第 2 条 議会 は 、 県 民 を 代表 する 合議 制 の 機関 と し て 、 次 に 掲げ る 役割 を 担う も の と する 。 


(1) 議会 に 提 























出さ れ た 議案 の 審議 及び 審査 を 行う ほか 、 積 極 的 に 政策 立案 及び 政策 提言 に 取り 組 











と に まま が 、 




















県 の 政策 を 決定 する こと 。 














(2) 知事 等 の 事務 の 執行 に つい て 監視 及び 評価 を 行う こと 。 


(3) 前 2 号 に 揚げ る も の の ほか 、 議 会 の 意思 又は 見 解 を 対外 的 に 
(4) 前 3 号 に 掲げ る 役割 を 的 確 に 果たす こと を 通じ て 、 県 政 の 情 


る 















































表明 する こと 。 
報 及び 実状 を 県 民 に 明らか に す 





(5) 合議 体 と し て の 議会 を 適正 か つ 効 率 的 に 運営 し 、 及 び 管 理 す る こと 。 
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2 議会 は 、 前 項 の 役割 を 果たす た め 、 次 に 掲げ る 方 針 に 基づき 、 活 動 す る も の と する 。 
(1) 議会 活動 の 透明 性 を 高め る こと 。 
(2) 県 民 の 議会 に 対す る 信頼 を 確保 する こと 。 
(3) 県 民 の 意向 を 的 確 に 把握 し 、 県 政 に 反映 させ る こと 。 
(4) 議会 活動 に 関す る 県 民 へ の 説明 責任 を 果たす こと 。 
(5) 知事 等 と 対等 で か つ 緊 張 あ る 関係 を 構築 し 、 こ れ を 保持 する こと 。 
(6) 他 の 地方 公共 団体 の 議会 と の 交流 及び 連携 を 行う こと に より 、 議 会 活動 の 成果 を より 高め る 
(で.。 
(7) 県 民 の 負 託 に こたえ る 議会 の あり 方 を 不断 に 追求 し 、 議 会 の 改革 に 継続 的 に 取り 組む こと 。 
(災害 等 へ の 対応 ) 
第 2 条 の 2 議会 は 、 災 害 等 の 発生 に 際 し 、 迅 速 か つ 機動 的 に 対応 する た め の 体 制 の 整備 に 努め る も 
の と する 。 
2 議長 は 、 災 害 等 が 発生 し 、 又 は 発生 する お それ が ある と き は 、 必 要 に 応じ 、 会 議 規則 で 定め る と 
ころ に より 協議 又は 調整 を 行う た め の 組 織 を 設置 する も の と する 。 
3 議会 は 、 災 害 等 の 状況 を 調査 し 、 県 民 の 意見 及び 要望 を 的 確 に 把握 する と と も に 、 必 要 に 応じ 、 
知事 等 に 情報 提供 、 提 言 等 を 行い 、 及 び 関 係 機関 に 対し 要請 を 行う も の と する 。 
4 災害 等 が 発生 し た 場合 の 議会 の 活動 方 針 等 に つい て は 、 別 に 計画 で 定め る 。 
5 議会 は 、 前 項 の 計画 で 定め る と ころ に より 、 そ の 役割 を 適切 に 果たす よう 活動 する も の と する 。 
(議員 の 活動 及び 活動 方 針 ) 
第 3 条 議員 は 、 県 民 全 体 の 奉仕 者 、 県 民 か ら 選 挙 に より 選出 され る 代表 者 及び 合議 体 の 構成 員 と し 
て 、 次 に 掲げ る 活動 を 行う も の と する 。 
(1) 県 の 政策 形成 に 関わ る 調査 研究 、 企 画 、 立 案 及 び 提 言 を 行う こと 。 
(2) 県 の 政策 形成 に 必要 な 情報 収集 、 意 向 調査 、 住 民 と の 意見 交換 等 を 行う 
(3) 議会 に 提出 され た 議案 の 調査 を 行う こと 。 
(4) 本 会 議 (地方 自治 法 (昭和 22 年 法律 第 67 号 。 以下 「 法 」 と いう 。) 第 2 編 第 6 章 第 6 節 の 規 
定 に よる 会 議 を いう 。 以下 同じ 。) 、 委 員 会 等 に 出席 し 、 質問 、 質疑 、 討論 、 討議 等 を 行 と 
(5) 議会 の 適正 か つ 効 率 的 な 運営 及び 管理 を 確保 する こと 。 
(6) 県 が 主催 する 記念 式典 その 他 の 公 的 行事 に 必要 に 応じ て 出席 する こと 。 
2 議員 は 、 次 に 掲げ る 方 針 に 基づき 、 前 項 の 活動 を 行う も の と する 。 
(1) 議員 活動 の 透明 性 を 高め る こと 。 
(2) 県 民 の 議会 及び 議員 に 対す る 信頼 を 確保 する こと 。 
(3) 県 政 の 課題 及び 県 民 の 多様 な 意見 を 的 確 に 把握 し 、 議 会 活動 に 反映 させ る こと 。 
(4) 議会 活動 に 関す る 県 民 へ の 説明 責任 を 果たす こと 。 
(5) 地域 の 課題 の みな ら ず 、 県 政 全 体 の 課題 の 解決 に 取り 組み 、 県 民 全 体 の 福祉 の 向上 を 目指 す 
Ro 
(6) 議員 と し て の 資質 の 向上 を 図る こと 。 
第 2 章 県 民 と 議会 と の 関係 
(県 民意 向 の 県 政 へ の 反映 ) 
第 4 条 議会 は 、 県 民 の 意向 を 的 確 に 把握 し 、 県 政 に 反映 させ る た め 、 説 明 責 任 を 十分 に 果たす と と 
も に 、 県 民 の 議会 活動 へ の 参加 (以下 「 県 民 参加 」 と いう 。) の 機会 を 確保 する よう 努め な けれ ば 
な ら な い 。 
(県 民 参 加 の 機会 の 充実 等 ) 
第 5 条 議会 は 、 次 に 掲げ る 方 法 に より 、 県 民 参 加 の 機会 の 充実 を 図る も の と する 。 
(1) 参考 人 制度 及び 公聴 会 の 積極 的 活用 
(2) 議会 と 県 民 と の 意見 交換 の 場 の 設置 
(3) 政策 立案 等 に 際 し て の 県 民 か ら の 意見 の 聴取 
(4) 前 3 号 に 掲げ る も の の ほか 、 議 長 が 必要 と 認め る 方 法 
2 議会 は 、 請 願書 又は 陳情 書 が 会 議 規則 で 定め る と ころ に より 提出 され た と き は 、 こ れ を 県 民 に よ 
る 政策 の 提案 と し て と ら え 、 誠 実に 処理 し な けれ ば な ら な い 。 
3 請願 及び 陳情 の 審査 を 付託 され た 委員 会 は 、 そ の 提出 者 か ら 説明 を 受け る 必要 が ある と 認め る と 
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き は 、 参 考 人 と し て の 出席 を 求め る こと が で きる 。 

(本 会 議 及び 委員 会 の 公開 ) 

第 6 条 議会 は 、 本 会 議 及び 委員 会 の 公開 に 当たっ て は 、 県 民 が 傍聴 し や すい 環境 を 整備 する と と も 
に 、 会 議 録 その 他 の 会 議 の 内 容 に 関す る 情報 を 広く 県 民 の 閲覧 に 供する こと に より 、 公 開 の 実効 を 
上 げ る も の と する 。 

( 広 聴 広報 活動 の 充実 ) 

第 7 条 議会 は 、 次 に 揚げ る 取組 を 積極 的 に 推進 する こと 等 に より 、 広 聴 広報 活動 の 充実 を 図る も の 
と する 。 
(1) 県 民 の 多様 な 意見 の 的 確 な 把 所 
(2) 議会 活動 に 関す る 情報 の 多様 な 媒体 に よる 県 民 へ の 提供 
(3) 議案 等 に 対す る 議員 の 賛 合 の 速やか な 公表 
(4) 議員 で 構成 する 会 議 に よる 広 聴 広報 の 充実 強化 
(情報 公開 の 推進 ) 

第 8 条 議会 は 、 岩 手 県 議会 情報 公開 条例 (平成 11 年 岩手 県 条例 第 61 号 ) 第 2 章 の 規定 に よる 公文 書 
の 開示 と 併せ て 、 前 2 条 に 規定 する 取組 の ほか 、 議 会 の 保有 する 情報 の 提供 に 関す る 施策 の 推進 に 
努め な けれ ば な ら な い 。 

第 3 章 知事 等 と 議会 と の 関係 

(知事 等 と の 関係 の 基本 原則 ) 

第 9 条 議会 は 、 二 元 代表 制 の 下 、 RR 知事 等 の 事務 の 執行 の 監 
視 及び 評価 並び に 政策 立案 及び 政策 提言 を 通じ て 、 県 政 の 伸展 の た め に 活動 する も の と する 。 

2 議会 は 、 知 事 等 と 異な る 立場 及び 権能 を 生か し 、 活 動 し な けれ ば な ら な い 。 

(監視 及び 評価 ) 
第 10 条 議会 は 、 予 算 、 決 算 等 の 議案 の 審議 及び 審査 の ほか 、 報 告 等 の 受理 、 検 査 の 実施 、 監 査 の 請 
求 、 調 査 、 承 認 、 同 意 等 を 通じ て 、 知 事 等 の 事務 の 執行 が 、 適 正 か つ 公平 に 、 及 び 県 民 の 意向 を 的 
確 に 把握 し つつ 能率 的 に 行わ れ て いる か どう か を 監視 する と と も に 、 こ れ が 所 期 の 効果 及び 成果 を 
あげ た か どう か を 評価 し 、 知 事 等 に 対し 必要 な 是正 措置 又は 対応 を 促す も の と する 。 
政策 立案 及び 政策 提言 ) 
第 11 条 議会 は 、 議 上 員 発議 に よる 条例 の 制定 、 議 案 の 修正 、 決 議 等 を 通じ て 、 積 極 的 に 政策 立案 及び 

知事 等 に 対す る 政策 提言 を 行う も の と する 。 

第 4 章 議会 運営 

定例 会 の 回 数 ) 

第 12 条 定例 会 の 回 数 は 、 岩 手 県 議会 の 定例 会 回 数 条例 (昭和 31 年 岩手 県 条例 第 44 号 ) で 定め る 。 

(本 会 議 及び 委員 会 の 運営 

第 13 条 議会 は 、 本 会 議 及び 委員 会 を 公正 に 、 及 び 円 滑 か つ 効 率 的 に 運営 する も の と する 。 

2 本 会 議 は 、 全 議員 で 構成 し 、 議 会 の 最終 的 な 意思 決定 を 行う 。 

3 本 会 議 に お ける 議員 の 質問 及び 質疑 は 、 一 括 し て 行う ほか 、 分 割 し て 、 又 は 一 問 一 答 の 方 法 に よ 
り 行 うこ と も で きる も の と する 。 

4 議長 の 求め に 応じ て 本 会 議 又は 委員 会 に 出席 する 知事 、 教 育 和 要員 会 の 教育 長 、 選 挙 管理 委員 会 の 
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委員 長 、 人 事 委 員 会 の 委員 長 、 公 安 委員 会 の 委員 長 、 労 働 要 員 会 の 委員 及び 監査 要員 その 他 法 律 に 

基づく 委員 会 の 代表 者 又は 委員 並び に その 委任 又は 嘱託 を 受け た 者 は 、 議 員 の 質問 及び 質疑 に 対す 
る 説明 を より 的 確 に 行う こと が で きる よう 、 議 長 又は 委員 長 の 許可 を 得 て 質 問 及 び 質 疑 の 趣旨 を 確 
認 す る た め の 発 言 を する こと が で きる 。 

5 委員 会 は 、 県 の 事務 等 の 調査 、 付 託さ れ た 議案 、 陳 情 等 又は 事件 の 審査 等 を 行う 。 

6 議会 は 、 委 員 会 に お ける 議員 相互 問 の 討議 を 積極 的 に 推進 する こと に より 、 論 点 及び 争点 を 明確 
に し て 合意 形成 の 方 向 性 を 見 出す 等 、 合 議 制 の 機関 と し て 期待 され る 機能 の 発揮 を 図る も の と する 。 

7 前 各 項 に 定め る も の の ほか 、 本 会 議 の 運営 並び に 委員 会 の 設置 及び 運営 に つい て は 、 会 議 規則 及 
び 岩 手 県 議会 委員 会 条例 (昭和 31 年 岩手 県 条例 第 43 号 ) で 定め る 。 
(会 派 ) 

第 14 条 議員 は 、 会 派 (議会 に お いて 、 基 本 的 政策 が 一 致す る 2 人 以上 の 議員 を も っ て 構成 し 、 活 動 
を 行う 団体 を いう 。 以 下 同じ 。) を 結成 する こと が で きる 。 
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2 会 派 は 、 合 議 体 と し て の 議会 が 第 2 条 第 1 項 の 役割 を 十分 に 果たす こと が で きる よう 、 政 策 等 に 
関し て 会 派 内 及び 他 の 会 派 と の 間 に お ける 調整 を 行い 、 議 会 の 意思 決定 に 向け て 方 向 性 を 見 出す よ 
う 努 め る ほか 、 議 会 運営 に 関し て 、 議 会 運営 要員 会 の 場 等 を 通じ て 会 派 韻 に お ける 調整 を 行う も の 
と する 。 

3 前 2 項 の 規定 は 、 会 派 に 所 属し な い 議 員 の 活動 を 制限 する も の と し て 解釈 し て は な ら ず 、 か つ 、 
議会 は 、 会 派 に 所 属し な い 議 員 の 意見 が 議会 運営 に 反映 され る よう 配慮 し な けれ ば な ら な い 。 

第 5 章 議会 の 機能 の 強化 
(議会 の 機能 の 強化 ) 

第 15 条 議会 は 、 議 案 の 審 議 及び 審査 、 政 策 立 案 及 び 政 策 提言 並び に 知事 等 の 事務 の 執行 の 監視 及び 

ド 価 (以下 「 審 議 、 立 案 等 」 と いう 。) に 関す る 議会 の 機能 の 強化 を 図る も の と する 。 

(政策 条例 の 会 派 共同 提案 ) 

第 16 条 各 会 派 は 、 県 の 政策 に 係る 条例 案 を 共同 し て 提出 し よう と する と き は 、 委 員 会 、 会 派 韻 の 調 
整 を 行う 場 と し て 設置 する 会 議 等 を 積極 的 に 活用 し 、 そ の 内 容 を 協議 する も の と する 。 

(制度 の 積極 的 活用 ) 

第 17 条 議会 は 、 法 第 96 条 第 2 項 の 規定 に 基づく 議決 事項 の 追加 、 法 第 100 条 の 2 の 規定 に 基づく 専門 

的 事項 に 係る 調査 の 委託 等 その 他 の 法 に 規定 する 議会 の 権限 に 関す る 制度 を 積極 的 に 活用 する も の 
と まる 。 

(研修 及び 調査 研究 ) 

第 18 条 議員 は 、 審 議 、 立 案 等 に 必要 な 能力 の 向上 を 図る た め 、 研 修 及 び 調 査 研究 に 努め る も の と す 
る 。 

(政務 活動 費 ) 

第 19 条 議員 の 調査 研究 その 他 の 活動 の 基盤 の 充実 を 図り 、 も っ て 議会 の 審議 、 立 案 等 の 機能 を 強化 
する た め 、 政 聞 活 動 費 の 交付 に 関す る 条例 (平成 25 年 岩手 県 条例 第 1 号 ) で 定め る と ころ に より 、 
議員 に 政務 活動 費 を 交付 する 。 

2 議員 は 、 政 務 活 動 費 の 交付 に 関す る 条例 で 定め る と ころ に より 、 政 務 活 動 費 の 使途 を 明らか に し 
な けれ ば な ら な い 。 

(県 政調 査 会 ) 

第 20 条 議員 は 、 そ の 全員 が 自主 的 に 参集 し 調査 研究 を 行う 場 と し て 、 妊 手 県 政調 査 会 を 組織 する も 
の と する 。 
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2 岩手 県 政調 査 会 は 、 議 員 相 互 間 の 討議 を 積極 的 に 推進 する と と も に 、 県 政 に 係る 重要 な 事項 の 
査 研 究 、 議 員 の 研修 等 の 活動 を 行う こと に より 、 議 会 活動 の 活性 化 を 図り い 、 も っ て 県 政 の 伸展 に 寄 
与 す る も の と する 。 

(議員 連盟 ) 



































第 21 条 議員 は 、 議 員 連 盟 、 議 員 協 議会 、 議 員 ク ラブ その 他 名 称 の いか ん を 問わ ず 、 特 定 の 県 政 の 課 
題 に つい て 調査 研究 を 行う こと に 准 同 する 議員 が 当該 課題 に つい て 共同 し て 調査 研究 を 行う 団体 
(以下 「 議 員 連 盟 」 と いう 。) を 結成 する こと が で きる 。 

2 議員 連盟 は 、 議 員 連 盟 を 通じ た 調査 研究 が 、 議 員 個 人 で これ を 行う 場合 に 比べ て より 広範 に わた 
り 、 か つ 、 効 率 的 に 行わ れる と と も に 、 議 員 連 盟 の 活動 を 通じ て 県 政 の 課題 に 関す る 議員 間 の 共通 
の 認識 が 深め られ る よう 努め る も の と する 。 

3 議員 連盟 は 、 可 能 な 限り 広く 会 派 を 超え た 議員 の 参加 に より 、 活 動 す る よう 努め る も の と する 。 
(議会 改革 の 推進 ) 

第 22 条 議会 は 、 議 会 改革 に 継続 的 に 取り 組む た め 、 常 設 の 会 議 を 設置 する 。 

第 6 章 政治 倫理 
(政治 倫理 ) 

第 23 条 議員 は 、 県 民 の 負 託 に こたえ る た め 、 重 大 な 使命 及び 高い 倫理 的 義務 が 課せ られ て いる こと 
を 深く 認識 し 、 県 民 の 代表 と し て 良心 及び 責任 感 を 持ち 、 議 員 の 品位 を 保持 し 、 及 び 議 見 を 養う よ 
う 努 め な けれ ば な ら な い 。 

2 議員 の 政治 倫理 に 関し て は 、 別 に 条例 で 定め る 。 

(資産 等 の 公開 ) 

第 24 条 議員 の 資産 等 の 公開 に つい て は 、 政 治 倫理 の 確立 を 期し 、 も っ て 民主 政治 の 健全 な 発達 に 資 
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する た め 、 政 治 倫理 の 確立 の た め の 県 議会 の 議員 の 資産 等 の 公開 に 関す る 条例 (平成 7 年 岩手 県 条 
例 第 45 号 ) で 定め る 。 
第 7 章 定数 及び 議員 報酬 等 
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第 25 条 議員 の 定数 は 、 議 会 が 県 民 の 意思 を 県 政 に 反映 する 機能 を 十分 に 発揮 する と と も に 、 議 会 を 
能率 的 に 運営 し その 意思 決定 を 円 滑 に 行う こと が で きる よう 、 県 議会 議員 の 定数 等 に 関す る 条例 ( 平 
成 14 年 岩手 県 条例 第 37 号 ) で 定め る 。 

議員 報酬 及び 費用 弁償 ) 

第 26 条 議員 報酬 及び 議員 の 職務 の 遂行 に 要 し た 経費 を 償う た め の 費 用 弁償 に つい て は 、 特 別 職 の 職 

員 の 給与 並び に 旅費 及び 費用 弁償 に 関す る 条例 (昭和 27 年 岩手 県 条例 第 7 号 ) で 定め る 。 

第 8 章 議会 事務 局 等 

議会 事務 局 ) 

第 27 条 議会 は 、 議 会 の 政策 立案 能力 を 向上 させ 、 議 会 活動 を 円 滑 か つ 効 率 的 に 行う た め 、 議 会 事務 
局 の 機能 の 強化 及び 組織 体制 の 整備 に 努め る も の と する 。 

2 議長 は 、 議 会 事務 局 の 職員 体制 の 充実 を 図る た め 、 専 門 的 な 知識 経験 を 有する 職員 の 配置 に 努め 
る と と も に 、 職 員 の 専門 的 能力 の 養成 を 行う も の と する 。 

3 職員 は 、 第 2 条 の 議会 の 役割 及び 活動 方 針 を 踏ま え 、 適 正 か つ 的 確 に 業務 を 推進 する と と も に 、 
この た め に 必要 な 能力 の 向上 に 努め る も の と する 。 

(議会 図書 室 ) 

第 28 条 議長 は 、 議 員 の 調査 研究 に 資す る た め に 法 第 100 条 第 19 項 の 規定 に より 設置 する 議会 
適正 に 運営 し 、 及 び 管 理 す る と と も に 、 そ の 機能 の 強化 に 努め る も の と する 。 

第 9 章 補 則 
( 他 の 条例 等 と の 関係 ) 

第 29 条 この 条例 は 、 議 会 に 関す る 基本 的 事項 を 定め る 条例 で あり 、 議 会 に 関す る 他 の 条例 等 を 制 ^ 
し 、 又 は 改廃 する 場合 に お いて は 、 こ の 条例 と の 整合 を 図る も の と する 。 

(検討 ) 

第 30 条 議会 は 、 こ の 条例 の 施行 後 、 県 民 の 意見 、 社 会 情勢 の 変化 等 を 踏ま え 、 必 要 が ある と 認め る 

と き は 、 こ の 条例 の 規定 に つい て 検討 を 加え 、 そ の 結果 に 基づい て 所 要 の 改正 を 行う も の と する 。 
附 則 

この 条例 は 、 平 成 21 年 4 月 1 日 か ら 施 行 する 。 
附 則 (平成 25 年 2 月 25 日 条例 第 4 号 ) 

この 条例 は 、 平 成 25 年 3 月 1 日 か ら 施 行 する 。 
附 則 (平成 27 年 3 月 27 日 条例 第 47 号 抄 ) 

1 この 条例 は 、 平 成 27 年 4 月 1 日 か ら 施行 する 。 

3 改正 法 附則 第 2 条 第 1 項 の 規定 に より な お 従前 の 例 に より 教育 委員 会 の 教育 長 が 在職 する 場合 に 
お いて は 、 第 2 条 の 規定 に よる 改正 後 の 岩手 県 議会 基本 条例 第 13 条 第 4 項 の 規定 は 適用 せ ず 、 第 2 
条 の 規定 に よる 改正 前 の 岩手 県 議会 基本 条例 第 13 条 第 4 項 の 規定 は 、 な お その 効力 を 有する 。 

附 則 (平成 30 年 3 月 8 日 条例 第 号 ) 
この 条例 は 、 公 布 の 日 か ら 施行 する 。 
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【 補 足 事項 】 

下線 部 は 、 平成 30 年 3 月 2 日 の 本 会 議 で 可決 され た 「 岩 手 県 議会 基本 条例 の 一 部 を 改正 する 条例 」 
に より 、 新 た に 追加 し た 部 分 で ある こと 。 な お 、 こ の 条例 は 3 月 8 日 に 公布 (施行 ) され る 予定 で 
あり 、 条 例 番号 は 現時 点 で 未定 で ある こと 。 







































































